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お口は人間の健康と生活の基本です。

とくに今日の歯科医療は、糖尿病の管理をはじめ

脳梗塞や高血圧症、動脈硬化、誤嚥性肺炎、歯性感染症、認知症の予防など、

全身の健康にとって不可欠な口腔機能を維持させる上で

ますます重要となっています。

はじめに

わが国では、歯科医療は憲法25条「生存権」に基づく「社会保障」として、「い

つでも、どこでも、誰もが、お金の心配なく、必要な医療が受けられる」という「国

民皆保険制度」の理念に基づき、全年齢層での補てつ治療を含めて保険診療

が受けられます。

その結果、わが国の65歳以上の無歯顎者率（歯が1本もない人の割合）は、トッ

プレベルにあります。

しかしながら、近年わが国の国民歯科医療は患者の受診と歯科医療供給の

双方で未曾有の危機に直面しています。受診面では、「窓口負担が高すぎる」「保

険できかない治療が多い」「保険料を払えず保険証がない」などの理由で歯科

受診を手控える傾向が顕著になっており、国民皆保険制度の利点であるはずの

「フリーアクセス」が阻害され、「歯の健康格差」が生じています。

供給面では、政府の医療費抑制策による、４期連続マイナス改定などの低歯

科診療報酬で多くの歯科医療従事者に犠牲と負担が強いられ、「歯科医療危機」

と言われる事態に疲弊しています。

今日の「歯科医療危機」の背景は何か、患者・国民の健康増進を高めるた

めに重要な歯科医療の役割を果たすために必要なことは何か、みなさんと一緒

に考えていきましょう。
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未曾有のわが国の経済危機のもとで、雇用

情勢も悪化し経済格差も広がり、生活不安や

貧困の問題が深刻化し、その影響は、患者の

受診抑制にも及んでいます。歯科での受診抑

制は、医科よりも進行しています。

とくに経済力の弱い人には、受診抑制が著

しいのです。民間調査によれば、「費用的理

由で歯科医の受診を控えたことがある」と答

えた人が、高所得・高資産層で13％に対し、

低所得・低資産層が40％と、経済力による受

診格差が3倍以上あることが報告されていま

す（図1-1）。また、歯科診療費は家計所得によ

る支出額に極端な差があり、最も所得の高い

層と最も低い層との差は5倍も開きがありま

す（図1-2）。

経済格差が「歯の健康格差」を生み出して

いることが、歯科医療専門誌等でも指摘され

るにいたっています。

このように、受診したくても、経済的理由

で受診できない状況の中で、以前にも増して

「口腔崩壊」ともいわれる事態が急速に進行

しています（写真参照）。

1

「経済格差」が、
「歯の健康格差」へ

下顎左側に“こぶし大”の腫眼（エナメル上皮腫）があり、重度
う蝕歯も多数で、そのうちの7 〜 8本は抜歯が必要なほどの状態。
下顎は大きく腫れてアルバイトの仕事ができなくなり、経済的な
厳しさから病院受診となった。

アルツハイマー型認知症で夫と2人暮らし、デイケアに毎日通っ
ている。残存している歯22本のうち、12本が重度う蝕で歯の根
のみ残っている状態。自身で歯磨きできず、歯肉に炎症も見られ
る。前期高齢者となってから治療を開始する予定。

自営で経営が苦しく廃業。以降はアルバイトで生活。残存歯24
本のうち重度う蝕歯が16本。奥歯は正露丸をつめていたため黄
色く変色。噛み合わせも崩壊していて、噛めない状態。
10割負担覚悟で受診された。

出典：全日本民医連編『歯科酷書』より

経済事情から放置して治療せず、
エナメル上皮腫が悪化した事例
 40代男性・無職　友人宅に間借り生活

窓口負担が重いため、前期高齢者になるのを待って
治療を控えている事例
 60代女性・国保

生活苦から無保険となり、
正露丸をつめて歯の痛みをずっと我慢した事例
 50代男性・無保険→国保

CASE1

CASE3

CASE2

出典：日本医療政策機構「日本の医療に関する 2007 年世論調査報告」

図1-2／収入階層別医師・歯科診療代
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図1-1／歯の治療が必要だったが、
歯科医に行かなかったことがある

所得に比例していかなくなる

40%

13%

低所得
低資産層

高所得・高資産層

中間層

低所得・低資産層（年間世帯収入300万円未満かつ
純金融資産300万円未満）が4割も
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「歯の健康格差」が蔓延してきた大きな理由

は、第一に、窓口負担が高すぎることです。

　

この25年間、保険診療の窓口負担はどん

どん高くなっています。健康保険本人の窓口

負担が1984年10月に無料から1割、97年9

月には2割、2003年4月に3割へと引き上げ

が続きました。

これが歯科診療所の受診の抑制に繋がって

います。負担増となった時期に歯科診療所の

大幅な患者数の減少が起きています（図2-1）。

また、厚労省の「歯科疾患実態調査」（6年毎）

では、補てつ（義歯や被せ物で補う治療） 完

了者が1999年度の調査では5割にまで達しま

したが、2005年度には、5割をきってしまっ

ています（図2-2）。

これも2003年に健保本人の窓口負担が2

割から3割に引き上げられたことが影響して

いると推測できます。

2

「歯の健康格差」は
なぜ起きた？「歯の健康格差」はどうして生じているのでしょうか？

たんに経済危機だからということにとどまりません。

2 - 1　高すぎる窓口負担図2-5／歯科診療所の外来患者数の推移 出所：厚生労働省『患者調査の概況』をもとに作成
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出典：厚労省「歯科疾患実態調査」をもとに作成

未完了者

一部完了者

補綴完了者

03年 健保本人負担増
お口の健康の大切さが理解される中
で、歯が欠けたりなくなったところを
被せ物や入れ歯で補う治療（補綴）を
受ける人は増え続けてきました。しか
し、健保本人3割引上げ後の05年は、治
療完了者が減少しています。

図2-1／歯科診療所の外来患者数の推移 出典：厚生労働省『患者調査の概況』をもとに作成
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03年 健保本人負担増
お口の健康の大切さが理解される中
で、歯が欠けたりなくなったところを
被せ物や入れ歯で補う治療（補綴）を
受ける人は増え続けてきました。しか
し、健保本人3割引上げ後の05年は、治
療完了者が減少しています。
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第三に、国民健康保険料（税）が高額なた

め滞納世帯が増加し、「命のパスポート」であ

る保険証が取り上げられていることです。厚

労省の発表では、保険料（税）が払えない滞

納世帯は445万4千世帯（09年6月1日時点）

で、加入世帯の20.8％と、2割を超えています。

保険料を滞納したことで正規の保険証を取り

上げられた世帯は、短期証にされた世帯が120

万9千世帯、資格証明書にされた世帯が31万

1千世帯、合計152万世帯で、加入世帯の7.1％

にのぼります。資格証明書が発行されれば、

全額自己負担となり医療費が払えずに、必要

な医療が受けられなくなります。

保険料が払えず未納世帯が増大しているの

は、保険料が高すぎるからに他なりません。

保険料平均年額は32万円以上（1位：大阪38

万6697円 ／ 2位：大 分38万6305円 ／ 3位：

佐賀37万8899円〔08年度保険料平均額〕）と

高額ですが、ワーキングプア層の所得200万

円以下でも40万円を超える自治体もあります

（図2-5）。

国保料が高額になっている原因の一つは、

国庫負担率が49.8％から25％に半減されてお

り、削減された分が保険料負担に跳ね返って

いるからです（図2-6）。二つ目は、先に見たよう

に、構造改革と大企業のリストラで失業と非

正規雇用が増大し、こうした低所得者が社会

保険から国保に移行されてきたためです。

第二に、歯科医療では医科と異なり保険で

きく治療の範囲が限られています。このこと

も「歯の治療はいくらお金がかかるかわから

ない」という不安から、歯科の受診の手控え

に影響を及ぼしています。

歯科では、品質や安全性が確保され、定着

している治療技術や材料でも、長期にわたっ

て保険導入がされていません（図2-3）。

国民や患者の多くは、「歯科には健康保険

のきかない治療があることについて」反対

（69.9％）に対し、「健康保険のきかない歯科

治療や新しい治療技術・材料を保険に取り入

れることについて」賛成（83.6％）と、保険の

きく歯科医療の充実を強く切望しています（図

2-4）。

2-2　保険のきく治療が限られている 2-3　「命のパスポート」保険証が取り上げられている

「歯の健康格差」は
なぜ起きた？

1 寝屋川市（大阪） 50万3900円
2 風間浦市（青森） 48万3860円
3 別府市（大分） 48万3400円
4 宮古島市（沖縄） 47万8300円
5 湯浅町（和歌山） 46万3640円
6 徳島市 46万4280円
7 臼杵市（大分） 44万5500円
8 根室市（北海道） 44万4900円
9 人吉市（熊本） 44万0500円

10 和歌山市 43万6810円

11 大槌町（岩手） 43万6300円
12 函館市（北海道） 43万5180円
13 堺市（大阪） 43万4106円
14 久留米市（福岡） 43万2800円
15 笠岡市（岡山） 42万8400円
16 貝塚市（大阪） 42万8160円
17 宇部市（山口） 42万5482円
18 秋田市 42万4800円
19 門真市（大阪） 42万4750円
20 泉大津市（大阪） 42万3900円

※「所得 200 万円の 4人家族」というモデルで算出（毎日新聞しらべ）

図 2-5 ／高すぎる国保料� 08 年度国保保険料が高額だった 20 自治体

歯科には健康保険のきかない
治療があることについて
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政府は健康保険のきく歯科治療を
制限しようとしていることについて
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4.1%

反対
12.6%

その他
2.0%

その他
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反対
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健康保険のきかない歯科治療や
新しい治療技術・材料を

保険に取り入れることについて

図2-4／

図2-6／国保会計の国庫負担と保険料

出典：国民健康保険事業年報から

国庫負担率
1984年

2007年

2007年

39,020円

84,367円
49.8%

25.0%

1人当たり保険料

 図2-3／健康保険で受けられない歯の治療例

金属部分有床義歯
床（入れ歯の土台の部分）に金属を
使用した入れ歯。金属を使用するた
め強度が増し、口の中の違和感を少
なくできる

メタルボンド
自然の歯の色に近いセラミックス
（陶材）を使用したもの。金属製の土
台の上に、陶材を使用し金属冠と比
べ、自然な感じになる。

レンジ床の場合、仕上がりは
1.7～2.4mmほどの厚さです

セラミックス

0.4～0.6mmで上げられます

「保険で良い歯科医療を」全国連絡会しらべ



図2-9／労働者派遣法の改悪を機に急増した内部留保
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第四に、90年代後半から続く、政府の新自

由主義「構造改革」政策によって賃金抑制と

リストラ、社会保障改悪で国民生活は大打撃

を受けているからです（図2-7）。

その一方で、大企業は史上空前の内部留保

を累積しています。

日本の法人企業の内部留保は、10年間で

1998年度の209兆円から2008年度には倍以

上の428兆円にも上ります。なかでも、資本

金10億円以上の大企業の内部留保は、2008

年度には10年前の1998年度の143兆円から

100兆円近く増えて241兆円。バブル経済期

の20年前と比べても、88年度の87兆円から

実に3倍近くも増やしています（図2-8）。

1999年には派遣労働者を「原則自由化」

する労働者派遣法の大改悪が行われました

が、この10年間、従業員給与が減る一方で、

大企業の内部留保が増大していったのです

（図2-9）。

こうした格差を拡大する政策によって、歯

の痛みを我慢し、受診を控えている人が増え

ているのです。

「歯の健康格差」は
なぜ起きた？

2-4　構造改革による雇用・生活・社会保障破壊

 （財務省「法人企業統計」より）

年　度　 全企業の
内部留保

資本金10億円以上の
大企業の内部留保

1988年度

1998年度

2008年度

159兆円

209兆円

428兆円

87兆円

143兆円

241兆円

図2-8／内部留保の推移

20年で3倍近くも
増加している

+439.3
万人

+274.2
万人

図2-7／労働者の状態

1998年
3,794万人

2008年
3,399万人

正規労働者数

-405
万人

+587
万人

1998年
1,173万人

2008年
1,760万人

1998年
793,3万人

2008年
1067,5万人

1998年
1339,3万人

2008年
1778,6万人

非正規労働者数 ワーキングプア

１年未満勤続者を含む
年収200万円以下の労働者数

（年収200万円以下※１年を通じて勤務した
給与所得者）

※上記の全労働者に占める割合
　98年25.5％→08年32.5％
　10年間で４人に１人から３人に１人に増加

労働者の平均給与 1998年464.8万円⇒2008年429.6万円 35.2万円減 国税庁「民間給与実態統計調査」より

出典：総務省「労働力調査」、国税庁「民間給与実態統計調査」をもとに作成
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図3-1／1カ月の医業収入と自費診療の推移
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そのためには第一に、窓口負担を大幅軽減

し、受診抑制を防ぐことです。お金の心配な

しに歯科受診できるよう、窓口負担は大幅軽

減し、将来的には無料に近づけるべきです。

第二に、払える国保料（税）に引き下げる

ために、国庫負担を1984年の改悪前水準に

倍増すべきです。さらに国保に移行させられ

ている非正規労働者や失業者が正規雇用され

ていけば、国保から社保（組合健保、協会け

んぽ）に加入することができ、保険料負担も

労使折半になり、労働者の負担が軽減されま

す。

第三に、安全性と質が確保され、普及性の

ある治療技術を適正評価の上、すみやかに保

険導入し、保険の給付範囲を拡大させること

です。

保険外併用療養費制度（混合診療）に「歯

科医療危機」の活路を求める傾向が一部にあ

りますが、これは「保険でより良い歯科医療」

を求める国民の願いとは逆に、憲法25条に基

づく国民の受療権を否定することにもなりか

ねません。

今日の歯科保険医療の困難さは、明治以降

の歴代政府の歯科軽視政策とともに、社会的

怨嗟をあびた1975年の「歯科差額」に端を

発しているといっても過言ではありません。

これから「歯科はお金がかかる」という国民

意識が醸成され、それが国民の歯科受診に繋

がっています。さらに貧困と格差が広がって

いるもとでは、混合診療を拡大することは不

可能です。

政府に新規治療技術や材料を適正に技術

評価させて速やかに保険導入させ、保険診療

の範囲の拡大を求めることにこそ、歯科医療

の活路があります。

　「口腔の崩壊」を防ぎ「歯の健康格差」を是正するためには、経済的格差で歯科受診が妨げられないよう、

いつでも、どこでも、誰でも、お金の心配なしに安心して、歯科医療技術の進歩を速やかに取り入れた必要・

十分な医療が受けられるための「保険でより良い歯科医療」を実現する改革が必要です。

「歯の健康格差」を
なくすために

33
4つの提案

　提案  1　　窓口負担の大幅軽減を� 3-1

　提案  2　　国保料（税）の大幅引き下げを	�  3-2

　提案  3　　保険のきく範囲を広げる� 3-3
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中国に委託製造さ
れた義歯から、危

険物質が検出

福島消費者担当相が
、国内の歯科技工に

準じた海外委託歯科
技工物の規制検討を

国会で答弁

国に製造委託した
歯科技工物から、

我が国では1985年
以

降、発がん性や呼
吸器障害をもたら

すという理由で、
義歯材

料の使用を禁止し
ているベリリウム

金属が検出された
こと

が、今年2月6日、
13日のTBS系テレ

ビで放映されまし
た。

わが国でこのよう
な海外委託技工物

が横行するように
なった

のは、2004年度の
診療報酬改定で義

歯の補強線などの
基本

診療料への包括化
など歯冠修復・欠

損補綴の技術料を
抑える

一方、翌年の200
5年9月に厚労省歯

科保健課長名で出
され

た「国外で作成さ
れた歯科技工物の

取り扱い」通知以
降です。

このテレビ放映は
、政界にも大きな

衝撃を与えました
。長妻

厚生労働大臣は放
映直後の2月9日の

記者会見で、「輸入
歯科

技工物の規制検討
」を示唆しましたし

、国会でも複数の政
党・

議員から取り上げ
られました。福島

消費者担当大臣は
、海外

委託歯科技工物に
ついてもわが国の

歯科技工物の安全
性と品

質確保を行ってい
る薬事法と歯科技

工士法に準じて取
り扱う

よう検討するとい
う趣旨の答弁を行

っており、この具
体化が

急がれます。

用できる状況にありません。また歯科衛生士学

校も定員割れが相次いでいます。

さらに、私立歯科大学・歯学部の6割で、

2009年、2010年と2年に亘って入学定員割れ

が起きています。このような歯科医療界の現状

を改善しなければ、「保険でより良い歯科医療」

は困難になります。そのためにも、歯科医療従

事者の労働と技術を適正に評価し、大幅な診

療報酬を引き上げることは喫緊の課題です。第四に、歯科治療の不採算をなくすよう適

正な診療報酬に改善することです。

国民医療費の歯科医療費診療費は、2兆5,000

億円程度で横ばいです。国民医療費に占める

割合もピーク時の13%台から7%台に落ちまし

た。（図4-2）これは、歴代政府が国民医療費の

歯科医療費を抑制するよう、診療報酬を1978

年以来38年もの長期にわたってGDPや賃金等

の経済変動に対応して適正に引き上げてこな

かったからです。そのために、歯科の技術料が

何十年も低く抑えられ、患者にとっては、必要

にして十分な歯科医療が受けられないだけで

なく、歯科医師や歯科技工士、歯科衛生士な

どの技術や労働も正当な評価が行われていま

せん。　

例えば、2010年度改定で、引き下げられた

といっても医科の初診料・再診料は270点・69

点ですが、歯科の初・再診料は2008年、2010

年の改定で引き上げられたとはいえ218点・42

点に抑えられています。その代わりにラバーダ

ム防湿法加算の点数（10点　08年度）や歯科

治療の診断、計画立案に欠かせないスタデイ

モデルの点数（50点　10年度）などが初・再

診料に包括され、個別に算定できなくなりまし

た。さらに30年以上もの長期に亘って据え置

かれている歯科の基礎的技術料も多く残って

います（図4-3）。

歯科技工物の作製に対する技術と労働も不

当に低く評価されているため、歯科技工士の、

歯科技工所の経営も厳しくなっています。この

ことから20代の離職・離業率は7割にのぼり、

また少なくない歯科技工士学校で定員われを

引き起こすなど、近い将来の歯科技工士の確

保が危ぶまれます。そうなれば、わが国とは異

なって、無資格者による制作で、安全性や質

の確保にも問題のある歯科技工物を海外から

輸入しないとならなくなるかもしれません。

歯科衛生士の専門性を活かせる業務を担え

る診療報酬上の評価も不十分で、多くの歯科

診療所では、歯科衛生士を雇用したくても雇

診療報酬 引下げになると

差額診療報酬

保険範囲部分

診療報酬とは

差額徴収
部分の拡大

保険給付
範囲の縮小

①診療報酬とは国民が保険証で受けることができる医療
の範囲を定めたもので、「医療サービスの料金表」とい
えます。その範囲を超えて行った診療は、たとえ医学的
に妥当でも、医療機関には支払われません。

②診療報酬は引き下げることは保険証で受けられる診療
の範囲を狭めることに直結します。

③政府は診療報酬引き下げとセットで、患者さんから差額
徴収できる範囲の拡大を提案し、患者さんの負担を増
やすことで診療報酬を抑制しようとしているのです。

　提案  4　　適正な診療報酬に改善すること� 3-4
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8.0

9.0
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図4-2／国民医療費に占める歯科医療費の割合 出典：「国民医療費の概況」をもとに作成
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図4-3／基本診療に包括された診療項目の推移

1985年
改定時

初診料 160点
再診料 20点

初診料 182点
再診料 40点

初診料 218点
再診料 42点

2008年
改定時

2010年
改定時

●口腔軟組織の処置  12点
●口角ビラン処置  12点
●TFix監視加算  100点

●口腔軟組織の処置 12点
●口角ビラン処置  12点
●TFix監視加算  100点

●ラバーダム防湿法 10点
●歯肉息肉除去手術 54点

●口腔軟組織の処置 12点
●口角ビラン処置  12点
●TFix監視加算  100点

●ラバーダム防湿法 10点
●歯肉息肉除去手術 54点

●スタディーモデル 50点
●歯科疾患管理料 20点分
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厚労省の推計によると、「歯が痛い」「歯ぐ

きのはれ・出血」「かみにくい」といった、歯

や口腔に自覚症状がある人は、144万6千人

いるのに対し、歯科受診をしている人は95万

9千人にすぎず、48万7千人が治療を手控え

ています（図4-1）。実に有訴者の3人に1人が

必要な治療を手控えているのです。自覚症状

の有無にかかわらず、歯周病に罹患している

日本の成人は8割以上です（図4-2）。

「国民病」と言われる歯周病対策のためには、

国民のほとんどに定期的な歯科の健診・予防・

治療が必要とされています。

しかし、日本では歯科健診は十分に根付いて

おらず、成人の健診率は数%にすぎません。ス

ウェーデンで9割、アメリカで8割と比べて著

しく立ち後れています。歯科疾患の早期発見・

早期治療を促すよう健診率を高めれば、重症化

を防ぐとともに、歯科医療への国民の意識と理

解が高まっていくことは間違いありません。そ

のためには、国の責任と負担で、成人歯科健診

を拡充させるべきです。

また、比較的受診率の高い学校歯科検診に

ついても、受診率の向上だけに終わらせず、検

診結果を踏まえて早期受診・早期治療できるよ

う、高校生も対象にするなど医療費助成制度を

拡充することが必要です。

要介護認定者数が2000年の218万人から、

2008年には457万人へと倍増しており、通院

困難な在宅・施設居住者への高齢者・障害者

への歯科訪問診療がますます必要とされていま

す。寝たきり患者への口腔ケアは、介護療養に

も効果的であることは厚労科学研究でも実証さ

れています。

しかし、歯科の訪問診療はまだまだ定着して

いません。その主な理由は、歯科訪問診療や歯

科の介護に対する制限や評価が低いからです。

合併症のある有病患者や障害者の歯科医療

のためには、歯科診療所と連携しての病院歯科

の拡充が必要です。しかし手間のかかる治療に

見合わず診療報酬が低すぎ多くが赤字になって

います。このため閉鎖が続き、1996年の1516

施設をピークに、2007年には1192施設へと

20%減少しています。病院歯科拡充の経済保証

としての診療報酬上の評価を高める必要があり

ます。

また、「歯科医師過剰」といわれる一方で、

歯科医師数の地域格差が拡大し、厚労省の「無

歯医科医師地区等調査」によると、2004年に

無歯科医地区は1046、人口にして29万5480人

になります。こうした歯科受診が困難な地域に

は、国の責任で歯科診療所をつくるべきです。

さらに糖尿病患者における歯周治療、癌患

者の口腔ケアなど、医科、歯科連携しての全身

管理と歯科医療保障のための診療報酬上の評

価をはじめとした施策の拡充も求められていま

す。

このような歯科保健、医療、介護までの一連

の施策を拡充すれば、歯科の潜在的な需要を掘

り起こせ、「口腔の崩壊」「健康格差社会」を克

服するだけでなく、世界でもトップレベルの健

康増進社会を実現することも可能になります。

25～34 35～44 45～54 65～74 75～55～6415～245～14

図4-2／成人の8割が歯周病に

出典：平成17年厚労省「歯科疾患実態調査」をもとに作成

歯石の沈着

ブローピング後
の出血

対象歯のない人

歯周ポケット
4mm以上6mm未満

歯周ポケット
6mm以上

図4-1／48万人が歯科診療していない

表はあくまで「気になる症状」の推計で、
歯科疾患の有訴者総数はのべ9千人にのぼる。

最も気になる
症状

歯が痛い

歯ぐきの
はれ・出血

合　　計

噛みにくい

総数

出典：平成16年厚労省「国民基礎調査」をもとに作成
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歯科医院に
通っている

歯科受診
していない

「歯の健康増進社会」
に向けて 3つの提案

444
　「歯の健康格差」をなくし、「口腔の崩壊」を防ぐだけでなく、健康増進や療養・介護の改善にとって

も歯科医療が必要とされる分野はますます広がっており、これらを国民のニーズにまで引き上げることが

これからの歯科医療の課題です。

　提案  1　　国の責任で、歯科検診の拡充を

　提案  2　　歯科の在宅医療・介護の充実も

　提案  3　　病院歯科の役割発揮の施策拡充を

　提案  4　　医科・歯科連携した歯科医療、口腔ケアと全身管理ができる施策の拡充を
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国民医療費の歯科医療診療費は15年間、2

兆5千億円台で横ばいのままですが、高齢化

が進み歯科医療の需要も高まり、技術の進歩

も著しいにもかかわらず、歯科医療費が増え

ていないことは異常なことです（図5-1）。

厚労省は、歯科医院経営の困難があっても、

保険診療だけでなく自費診療も含めて採算が

あえばいいとする「トータルバランス論」で、「低

医療費政策」を正当化してきました。しかし、

政府には「いつでも、どこでも、お金の心配

なく安心して」医療が受けられるよう、「国民

皆保険」の理念をもとに歯科医療の十分な提

供を保障する責任があります。

政府も認めているように、労働集約産業と

も言える社会保障分野の経済波及効果は全産

業平均よりも高いです（図5-2）。また、国民も

医療・介護を成長産業として期待しているの

です（図5-3）。

そのためには、「低医療費政策」をあらため

させ、国民医療費の歯科医療診療費を増やし、

患者・国民が望んでいる「保険でより良い歯

科医療」を実現することが重要です。そうす

れば、歯科医療従事者の技術と労働も正当に

評価され、労働条件や労働環境も改善され、

経済の活性化を促すことにもつながります。

1位 環境新エネルギー
（太陽光発電、エコ家電、ハイブリッドカーなど含む） 37％

2位 医療・介護 36％
3位 教　育    5％
4位 農　業    5％
5位 金　融    4％

図5-3
成長産業として、「環境・新エネルギー」と
「医療・介護」が圧倒的な期待を集めている

さまざまな産業分野のうち、日本の成
長産業として期待する物は何ですか？

出典：�非営利活動法人　日本医療政策機構「日本の医療に
関する 2010 年世論調査」

Q

「保険でより良い
歯科医療」で、
経済も活性化へ

555
　これまで政府は歯科医療を軽視してきましたが、健康の増進をはかり経済の活性化を促すために、国

民皆保険制度の特性を活かし、健康増進社会へ舵をとるべきです。

図5-1／高齢化率の上昇で歯科医の需要も増えているのに医療費は横ばい
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（高齢化率とは総人口に占める65歳以上人工の割合）
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図5-2／社会保障分野の総波及効果（産業連関表による総波及効果）
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出典：財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研究機構
「医療と福祉の産業連関に関する文責研究報告書」（2004）より、
厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室作成
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ば、国民医療費に占める歯科医療診療費の割

合を10％にまで引き上げられ、患者負担の大

幅軽減（5000億円）、保険外診療の保険導入

（5,000億円）、診療報酬の20％引き上げ（5000

億円が必要）も可能になります。

政府や財界などからは、「社会保障財源確

保のために消費税増税」と喧伝され、医療関

係者の中にも社会保障の安定的財源確保とし

てこうした考えを受け入れる向きもみられま

す。　　

しかし、消費税は低所得者層ほど負担が重

くなり、社会保障の財源にすることはできま

せん。実際、「高齢化社会のため」を口実に

消費税が導入され、税率が引き上げられまし

たが、社会保障は改悪の連続でした。消費税

は単に法人税の減税に使われたにすぎないの

です（図6-2）。また、消費税は大企業に負担

はなく不公平な税金です。だからこそ、財界

がしきりに「消費税を増税し、法人税の減税

を」と主張しているのです。

大企業にこそヨーロッパ諸国並の応分の社

会保障負担を求めるべきです。財界は「国際

競争力の強化のために法人税引き下げを」と

しきりに求めていますが、民間企業の税・社

会保険料負担の対GDPをみると、日本と比

べてフランスは29兆円、スウェーデンは32

兆円も企業負担が高いのです（図6-3）。

国民の経済状態は苦しくなっていますが、

大企業は内部留保を10年間で100兆円も累積

しているように、十分体力があります。その

10分の1にあたる10兆円程度の医療費を負

担することは十分可能です。

逆に財界の主張どおり、消費税増税して大

企業の法人税を引き下げれば、株主配当や内

部留保をさらにふくらませることになる一方

で、内需拡大にも税収増にもつながらず、か

えって社会保障の財源がますます減っていく

ことになります。

日本（04年） ドイツ（04年） フランス（04年） スウェーデン（04年）

32兆円
13.9 14.6

8.48.0%

税3.6%

社会保険料4.4%
社会保険料6.9%

社会保険料11.1%

社会保険料13.5%

税2.8% 税3.1%税1.5

図6-3 ／日本の企業負担は低い（民間企業の税・社会保険料負担の対GDP比）

出典：経済産業省資料をもとに作成

タイムスタディ調査、国民所得、賃金指数、

消費者物価指数の伸びなどを参考にした試算

によれば、歯科医療費はあと1兆５千億円を

引き上げて、４兆円が適正とされています（新

田宏・中道勇「歯科の適正医療費は４兆円!!」、

『日本歯科評論』第805号）。　

そのためには、医科も含めたわが国の国民

医療費を福祉大国のフランスやドイツをみな

らってあと8.4兆円引き上げて、総額約40兆

円にすることが必要です（図6-1）。そうすれ

歯科医療の財源は、
大企業の社会的責任で

666

図6-2／法人税減税に消えた消費税 消費税収と法人3税の減収額

法人税3税とは法人税・法人事業税・法人住民税 財務省「法人企業統計」をもとに作成
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図6-1／医療費の公的支出対GDP比（%）
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「保険でより良い歯科医療」で
「健康増進社会」へ

TEECH HEALTH
Health in society

●患者負担の大幅軽減・無料化 5000億円
●診療報酬20%引き上げ 5000億円
●保険適用外の保険導入 5000億円

「歯の健康格差」をなくすために 「歯の健康増進社会」に向けて

1. 窓口負担の大幅軽減を

2. 国保料（税）の大幅引き下げを

3. 保険のきく範囲を広げる

4. 適正な診療報酬に改善すること

1. 国の責任で、歯科検診の拡充を
2. 歯科の在宅医療・介護の充実も
3. 病院歯科の役割発揮の施策拡充を
4. 医科・歯科連携で口腔ケア・全身管理の
　 施策拡充を

歯科医療費を 1.5兆円増 すれば

4つの
提案

4つの
提案



編集協力：兵庫県保険医協会
〒650-0024　神戸市中央区海岸通1丁目2-31　神戸フコク生命海岸通ビル5階
TEL.078-393-1801　FAX.078-393-1802


